
8月 （葉月） August

印紙税は、契約書や領収書などの文書に対して、その記載金額
等に応じて課税されます。ただし、不動産の譲渡に関する契約書
及び建設工事の請負に関する契約書のうち、一定の要件に該当す
るものについては、印紙税の軽減措置が設けられており、この措
置が平成21年3月31日まで延長されています。

国　税／7月分源泉所得税の納付

8月10日

国　税／6月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等）8月31日

国　税／12月決算法人の中間申告

8月31日

国　税／9月、12月、3月決算法人

の消費税等の中間申告

（年3回の場合） 8月31日

国　税／個人事業者の消費税等の中

間申告 8月31日

地方税／個人事業税第1期分の納付

都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

市町村の条例で定める日

労　務／労働保険料第2期分の納付

8月31日

（労働保険事務組合委託の場合は

9月14日）
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平成18年５月に施行された
会社法では、企業における内
部統制の構築に関する基本方
針の決定が義務付けられまし
た。
具体的には、大会社及び委

員会設置会社において、株式
会社の業務の適正を確保する
ために必要な体制の整備につ
いて決定しなければならない
と定めています。
また、法務省令の会社法施

行規則では、これを受けて株
式会社の業務の適正を確保す
るために必要な体制の内容を
規定しています。
以下では、体制規定に関す

る留意事項を説明します。

［ 登記事項証明書で確認を ］

自社の機関を、登記事項証

明書（会社の謄本）で、確認

して下さい。

会社法は、旧商法のように、

大、中、小といった分類では

なく、大とそれ以外、そして

機関は自由に設計することが

できます（一部制約がありま

す）。したがって、中小企業

だから義務を免れるというこ

とではありません。あくまで

会社の機関の設計で判断して

下さい。

［ 取締役会設置会社の場合 ］

取締役会設置会社において

決定すべき体制の内容は、以

下のとおりです。

１ 取締役の職務の執行に係

る情報の保存及び管理に関

する体制

２ 損失の危険の管理に関す

る規定その他の体制

３ 取締役の職務の執行が効

率的に行われることを確保

するための体制

４ 使用人の職務の執行が法

令及び定款に適合すること

を確保するための体制

５ 当該株式会社並びにその

親会社及び子会社から成る

企業集団における業務の適

正を確保するための体制

［ 監査役設置会社の場合 ］

さらに、監査役設置会社で

ある場合には、以下の体制が

必要です。

１ 監査役がその職務を補助

すべき使用人を置くことを

求めた場合における当該使

用人に関する事項

（注） 監査役による監査体制

の構築についても、会社

の業務の適正を確保する

体制の一部である以上、

あくまで当該体制の構築

義務は取締役が負う。た

だし、実際の監査体制は、

監査役の主導で行うべき

であるから、補助使用人

の要否は第一義的には監

査役が判断する。

２ １の使用人の取締役から

の独立性に関する事項

３ 取締役及び使用人が監査

役に報告をするための体制

その他の監査役への報告に

関する体制

４ その他監査役の監査が実

効的に行われることを確保

するための体制

［ 関係者に対するもの ］

会社が業務の適正を確保す

るために必要な体制について

の決定又は決議をした場合

は、その決定又は決議の概要

を事業報告に記載することが

必要です。

事業報告の記載は、業務の

適正を確保するために必要な

体制を決定しなければならな

い会社に限らず、当該事項に

ついて決定した会社であれ

ば、事業報告への記載が必要

ですので留意が必要です。

これで、おわかりのとおり、

「内部統制」というのは、役

所に提出する書類ではなく、

会社及び利害関係人に対する

コンプライアンス（法令遵守）

といったものです。

内部統制  
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遺言に関する記事を週刊

誌、経済誌等でご覧になるこ

とがあるかと思います。各種

遺言方法の違い、特色などを

表に列記したもの、長所・短

所を相続関連記事の間に別表

として記事に挿入したものと

かが目に付くと思います。

相続・遺言関係の記事の紹

介は多いものの、親族間の事

業承継にあたって遺言が活用

されることは、従来はあまり

多くなかったようです。これ

は、その昔家督相続の形態が

長く続いたことが原因である

とか、寄与分が考慮されてい

たので、あえて遺言をする必

要がなかったなどの説明がさ

れることがあります。

それはともかく、ここ10年

位前から遺言が利用されてき

たという報告も出てきまし

た。コスト的には最も安く上

がるのが自筆証書遺言です

が、遺言の効力に形式主義を

貫いている遺言は、形式不備

による無効とか、偽造、紛失

の危険性が多い点もあり、多

少のコストがかかっても自筆

証書遺言ではなく公正証書遺

言を作成することを検討すべ

きと考えます。

●公正証書遺言のメリット
公正証書遺言については、

これらのメリットのほかに高

齢を理由とした遺言作成の判

断能力を争われることが回避

できるメリットがあります。

自筆証書遺言ですと、検認

という手続きも必要ですが、

公正証書遺言ですと、検認と

いう手続きはなく、直ちに遺

言の執行にかかることができ

ます。また、遺言検索システ

ムを使って公正証書遺言を保

管している公証人役場を検索

することができます。

これにより、遺言がどこに

保管されているかがわからな

かったときに対処することが

できるのです。

●証人は公正証書遺言のデメ
リット？
公正証書遺言の作成に当た

っては、２名の証人が必要で

す。

証人が必要という制度によ

り、遺言の内容・存在の事実

自体が漏洩するという自筆証

書遺言にないリスクを負うこ

とになります。このため、証

人を誰にするかということ

が、公正証書遺言を実施する

障害となるケースがありまし

た。しかし、現在では、こう

した秘密保持のため信頼がお

ける証人を有料で紹介してく

れるサービスもありますので

利用されるとよいでしょう。

相続の実務では、想定外の

財産が被相続人の死亡後に出

てくることが、ままあるもの

です。この場合、分割の方法

が定められていなければ、相

続財産が他に一部でもあれ

ば、結局、遺産分割協議が必

要ということになります。事

業承継を緊急にしなければな

らないというときに、大きな

影響・障害を及ぼすことにな

るでしょう。

こうした場合に備え遺言書

の最後の条項に「第○条　以

上に定める財産以外のすべて

の財産を○○に相続させる」

という条項を盛り込んでおく

ことで防ぐことができます。

また、経営の集中のため、生

前に行われた株式の生前贈与

については、持ち戻しを免除

するという旨を記載して、経

営の集中を確保することも可

能となります。

●遺言執行者の指定
最後に遺言執行者の指定で

す。

遺言執行者の指定がなけれ

ば、預金の解約・払戻手続き

もすべて法定相続人全員が共

同で行わなければならないこ

とを知っておくべきです。ま

た、遺言執行者の報酬につい

て記載をすることが、遺言執

行を円滑に進める上で必要で

あることを付け加えておきま

す。報酬の記載がないことが

原因で遺言執行実務に支障の

出ることが多いのです。

望
ま
し
い
遺
言
の
方
法 

公
正
証
書
遺
言
の

薦
め 
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「
執
行
役
員
」
は
、
特
定
の
部
門
長

な
ど
の
地
位
に
あ
り
、
取
締
役
会
の
決

定
に
従
っ
て
業
務
執
行
を
す
る
責
任
と

権
限
を
持
ち
ま
す
。
米
国
で
は
、
株
主

を
代
表
し
て
経
営
上
の
意
思
決
定
と
監

督
を
行
う
取
締
役
会
と
、
そ
の
意
思
決

定
に
基
づ
い
て
事
業
部
門
な
ど
を
統
率

し
て
業
務
執
行
を
行
う
執
行
役
員
に
分

か
れ
て
い
る
の
が
一
般
的
で
す
。

従
来
、
日
本
の
多
く
の
企
業
で
は
取

締
役
の
大
半
が
業
務
の
執
行
者
と
し
て

部
門
長
を
兼
務
し
て
い
る
ケ
ー
ス
が
多

く
、
そ
の
結
果
、
取
締
役
が
担
当
部
門

の
利
益
を
優
先
し
が
ち
で
あ
る
と
か
、

取
締
役
会
の
人
数
が
多
く
な
り
す
ぎ
て

取
締
役
会
が
形
骸
化
し
て
い
る
な
ど
と

言
わ
れ
て
き
ま
し
た
。

日
本
で
は
ソ
ニ
ー
が
初
め
て
導
入
。

当
初
、
日
本
で
は
執
行
役
員
は
法
的
根

拠
が
な
い
た
め
、
権
限
や
義
務
が
明
確

で
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
二
〇
〇
二

年
の
商
法
改
正
で
、
執
行
役
と
い
う
法

的
根
拠
の
あ
る
制
度
が
設
立
さ
れ
、
権

限
や
責
任
も
明
確
に
な
り
ま
し
た
。

執
行
役
員
制

拡がりを見せるロボットビジネス

ロボットビジネスに関し、ここにきて市場

の拡がりを期待させるようなトピックがいく

つか出てきています。その一つが筑波大学が

開発したロボットスーツ。着用するとわずか

な力だけで物を運搬できたりする身体機能ア

シストタイプのロボットです。電動アシスト

機能つき自転車のロボット版と言えばわかり

やすいでしょうか。人間の筋肉が発する微弱

な電気を感知して、人間が動く前に作動する

というメカニズムとのこと。高齢者の介護や

リハビリのサポート用、あるいは工場などの

重作業、災害レスキュー分野など幅広い場で

の活躍が期待されています。とくに医療関係

者の関心は高く、筑波大学はこれを機にベン

チャー会社を立ち上げています。

意外な拡がりを見せているのが、掃除ロボ

ット。毎年話題をつくったり、期待の高いロ

ボットを表彰する「ロボット大賞」の2006年

大賞に輝いたのはF社がつくった掃除ロボット

でした。自らエレベーターに乗り込んで各階

を掃除するというなかなか利口なロボット。

すでに東京の六本木ヒルズなどの高層ビルに

導入されているとのこと。可愛くて便利と女

性を中心に話題なのが、アメリカのＡ社が開

発した地雷探査技術を応用した掃除ロボット

です。１回の充電で約90㎡を掃除します。こ

のほかヨーロッパ産の家庭用掃除ロボットも

続々上陸。ロボット大国日本の牙城を切り崩

しにかかっています。

一方、日本の大手Ｎ社は、幼児の相手をす

るチャイルドケアロボットを発売しました。

このロボットは文字を読んだり、周囲に雑音

があっても音を聞き分けるなどのほか、状況

に応じて冗談を言うなど高い機能を持ってい

ます。忙しいお母さんや保育施設などから期

待が寄せられそうです。

このようにいろいろ見てくると、これから

期待されるのは女性の活動をいかにサポート

するか、という視点。とくに家事や介護の負

担をいかに減らすかというところが鍵を握っ

ているようですね。

「速弁」という言葉を耳にしたことはあり
ますか？列車の旅での「駅弁」、飛行機の旅
での「空弁」にならって、高速道路のお弁当
が「速弁」なのです。
サービスエリアでの限定販売がウリで、去

年の秋よりサービスが開始され、話題を博し
ました。現在、東名や名神など５つの高速道
路の主要なサービスエリアで扱われており、
おいしいものが好きな人々の注目を浴びてい
ます。
取り扱うお弁当は地域ごとに異なり、特産

品や名物を使って地元の料亭などがつくって
いることが多いようで、数量も限定です。い
わゆる地元の一流どころが手がけているの
で、価格はリーズナブルとはいえないものが
多いのですが、季節の彩りなど細部にまでこ
だわるお弁当は人気商品となっています。
“速く食べる”お弁当ではなく、高速道路

でゆったり食すこだわりのお弁当。地域の食
文化を味わえる速弁はいずれ全国展開が見込
まれている逸品なのです。

駅弁・空弁に続け「速弁」！




